
整備新幹線（北陸新幹線(白山総合車両基地・南越（仮称）間)）の

工事実施計画の認可に際しての環境省意見について 
 

１．列車走行に係るに騒音・振動について 

(1) 列車走行に伴う騷音については、環境基準の類型指定後の詳細設計に際しては沿線
の状況を踏まえた予測評価及び必要な対策の検討を行い、環境保全に配慮を要する

施設や住居が計画路線に近接して存在することに留意し、音源対策を基本として必

要な対策を採用し、環境基準の達成を図ること。なお、土地利用対策を含む総合的

な対策の検討及び実施にあたっては関係機関との十分な連携を図ること。 
(2) 列車走行に伴う騒音予測に際しては、住居や環境保全上配慮を要する施設であって
中高層のものについては、実測値を用いて予測手法の検証を行いつつ、高さ方向の

騒音影響の検討も実施すること。 
(3) 今後、環境影響評価の前提となった、車両、走行条件等に変更があり、騒音及び振
動が増加するおそれがある場合には、その影響を改めて予測・評価し、必要な対策

を講じること。 
(4) 列車走行に伴う振動については、沿線の通常の生活を保全する必要がある地域にお
ける振動レベルを 70デシベル以下とするよう発生源対策を講じること。 

２．工事に係る環境保全について 

(1) 光化学オキシダントは、全ての測定局において環境基準を達成していない。光化学
オキシダント及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の生成の原因の一つである揮発性有機

化合物（以下、「ＶＯＣ」という。）の排出または飛散を抑制するため、構造物の

塗装時などにおいて、水性塗料等の低ＶＯＣ塗料を使用するなどによりＶＯＣの排

出抑制の措置を講じること。 
(2) 工事に伴う騒音、振動、濁水等の発生及び地下水への影響については、必要に応じ
適切な対策を講じること。また、施工にあたって十分な監視を行い、環境保全に万

全を期すこと。 
(3) 工事用仮設工作物及び関連工事を含め、地形及び植生の改変を伴う工事の決定及び
事業実施にあたっては、計画段階より関係機関に協議を行い、必要に応じて現地調

査を行うとともに十分な環境保全対策を講じること。特に、工事完了後に供用の見

込みのないものについては原状回復を図ること。また、その際、植裁に用いる植物

種及び工法等については、必要に応じて専門家等の意見を踏まえ、周辺の植生状況

等環境にも配慮して適切に実施すること。 
(4) 野生生物については、計画路線周辺地域における貴重な野生生物の生息・生育及び
鳥獣保護区の存在等を考慮し、必要に応じ現地調査を行い、また専門家等の意見を

聴取し、関係機関と調整の上、具体的な工事計画策定までに貴重な野生生物の保全

のための措置を策定すること。また、工事着手以降も含め貴重な野生生物の生息等

が確認された場合は、関係機関と協議し、その生息・生育に対する影響が最小限に

なるよう措置を講じること。 
(5) 橋梁及びトンネル坑口等の構造物の形状等については、沿線の景観にも十分な配慮
を行う必要があること。また、橋脚等の設置にあたっては、河川敷の植生や水生生

物の生息について十分配慮し、必要に応じた保全対策を講じること。 

（別紙） 



(6) トンネル工事に伴う建設発生土及び建設汚泥について、実行可能な最大限の発生抑
制に努めるとともに、発生した建設発生土等について、実行可能な最大限の有効利

用に努めること。また、残土等の処理にあたっては、自然環境の保全に支障を及ぼ

すことのないよう適切な土捨場所の選定等に関する具体的な処理計画を関係機関と

調整の上策定し、それに沿って処理するとともに、土砂及び濁水の流出の防止、の

り面防護等十分な環境保全対策を講じること。 
(7) 工事に伴い発生する廃棄物については、発生抑制及び再資源化に努め、廃棄物の種
類ごとに、事業地近傍の再資源化施設、中間処理施設、最終処分場等の処理能力、

受入可能量等を踏まえて適切に処理すること。 
(8) 工事の実施期間が長期にわたることから、工事実施区域及びその周辺の環境の状況
の変化等があった場合は、必要に応じて現地調査を行うとともに適切な環境保全対

策を実施すること。 

３．供用時に係る環境保全について 

(1) 駅舎からの排水については、適切な処理対策を講じ、周辺の公共用水域の水質保全
に支障を生じないよう万全を期すこと。 

(2) 冬季における本線上の雪害対策設備等において、ばい煙発生施設（ボイラー）を設
置する場合は、省エネ型のボイラーを導入するなどにより、排出ガスの発生を抑制

するととともに、実行可能な範囲内で排出ガス濃度を低減させる最新かつより良い

技術が採用されているかを、複数案の中から比較検討すること。 

４．地域の実態に配慮した環境保全対策について 

(1) 新幹線鉄道の供用にあたっての車両開発、テスト走行等を通じ、騒音・振動の影響
を把握し、当該地域の実態に配慮した対策を最大限講じるよう努めること。 

(2) 新幹線鉄道の供用後に騷音・振動等の環境の状態を把握し、必要に応じて、適切な
環境保全対策を講じること。また、計画路線周辺地域の貴重な野生動物に及ぼす影

響について、専門家等からの指導を得た上で、必要に応じモニタリング等を実施し

その影響の把握に努め、影響をおよぼすおそれがある場合には、専門家等の意見を

踏まえ、適切な保全措置について検討すること。 

５．温室効果ガスについて 

効率的な施工の実施が建設機械等から排出される温室効果ガス排出量の削減に資する

ことから、温室効果ガスの排出削減に留意しつつ、効率的な施工計画を策定し工事を実

施するとともに、低燃費型建設機械やＬＥＤ照明、混合セメントの採用等により、建設

段階における温室効果ガスの排出削減に努めること。 
また、太陽光発電システムの導入や駅施設の省エネ化等を進め、供用時においてもで

きる限りの温室効果ガスの排出削減に努めること。 

６．地方公共団体との連絡調整について 

今後の事業の具体化にあたっては、環境保全の観点から、関係地方公共団体と十分連

絡調整を図るとともに、必要に応じ地域住民に対しても環境保全に関する情報を公表す

ること。 


